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議

長

河

野
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衆
議
院
議
員
日
森
文
尋
君
提
出
米
軍
朝
霞
キ
ャ
ン
プ
跡
地
に
国
家
公
務
員
宿
舎
を
建
設
す
る
こ
と
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、

別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
日
森
文
尋
君
提
出
米
軍
朝
霞
キ
ャ
ン
プ
跡
地
に
国
家
公
務
員
宿
舎
を
建
設
す
る
こ
と
に
関
す
る
質
問
に
対

す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

国
有
財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
報
告
書
（
平
成
十
九
年
六
月
十
五
日
国
有
財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
検
討
・
フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ
プ
有
識
者
会
議
報
告
。
以
下
「
報
告
書
」
と
い
う
。）
の
附
表
二
（
以
下
「
附
表
二
」
と
い
う
。）
に
お
い
て
関
東
財

務
局
の
平
成
二
十
二
年
度
ま
で
の
各
年
度
の
「
建
設
」
の
欄
に
掲
げ
ら
れ
た
宿
舎
に
つ
い
て
は
、
関
東
財
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（
以
下
「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」
と
い
う
。
）
の
「
第
二
回
国
有
財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
地
方
有
識
者
会
議
配
付
資
料
二

国
家
公
務
員
宿
舎
建
替
の
用
に
供
し
得
る
国
有
地
リ
ス
ト
」
に
お
い
て
、
そ
れ
ら
の
建
設
予
定
地
、
敷
地
面
積
及
び
建
設
が

可
能
と
見
込
ま
れ
る
戸
数
を
公
表
し
て
い
る
。

ま
た
、
附
表
二
に
お
い
て
関
東
財
務
局
の
平
成
二
十
二
年
度
ま
で
の
各
年
度
の
「
廃
止
（
当
該
地
で
の
建
替
え
を
含
む
）」

の
欄
に
掲
げ
ら
れ
た
宿
舎
に
つ
い
て
は
、
国
の
業
務
の
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
公
表
で
き
な
い
宿
舎
を

除
き
、
そ
れ
ら
の
所
在
地
、
敷
地
面
積
及
び
廃
止
計
画
年
度
を
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
「
国
有
財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る

検
討
・
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
有
識
者
会
議
」
に
お
け
る
東
京
二
十
三
区
外
宿
舎
移
転
・
再
配
置
計
画
（
関
東
財
務
局
分
）
に
関

一



す
る
取
り
ま
と
め
資
料
二
」
の
「
廃
止
宿
舎
一
覧
（
建
替
え
用
地
を
含
む
）
」
に
お
い
て
、
そ
れ
ら
の
戸
数
を
、
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
「
第
一
回
国
有
財
産
の
有
効
活
用
に
関
す
る
地
方
有
識
者
会
議
配
付
資
料
四
対
象
地
域
内
宿
舎
一
覧
表
」
に
お
い
て
、

そ
れ
ぞ
れ
公
表
し
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
地
元
の
意
向
」
に
つ
い
て
は
、
学
識
経
験
を
有
す
る
者
、
朝
霞
市
議
会
代
表
並
び
に
国
、
埼
玉
県
及
び
朝
霞

市
の
職
員
を
委
員
と
し
て
朝
霞
市
が
設
置
し
た
「
朝
霞
市
基
地
跡
地
整
備
計
画
策
定
委
員
会
」
が
、
平
成
十
九
年
四
月
か
ら

六
月
ま
で
の
間
、
四
回
会
議
を
開
催
し
た
結
果
、
国
家
公
務
員
宿
舎
建
設
の
受
入
れ
等
を
内
容
と
す
る
「
朝
霞
市
基
地
跡
地

整
備
計
画
（
中
間
案
）
」
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

朝
霞
市
栄
町
に
所
在
す
る
宿
舎
に
つ
い
て
は
、
平
成
十
七
年
度
に
決
定
さ
れ
た
国
家
公
務
員
宿
舎
法
（
昭
和
二
十
四
年
法

律
第
百
十
七
号
）
第
八
条
に
規
定
す
る
宿
舎
の
設
置
に
関
す
る
年
度
計
画
に
基
づ
き
、
民
間
資
金
等
の
活
用
に
よ
る
公
共
施

設
等
の
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
五
条
に
規
定
す
る
特
定
事
業
の
実
施
に
関
す

る
方
針
を
既
に
公
表
し
て
お
り
、
報
告
書
に
示
さ
れ
た
宿
舎
の
移
転
・
再
配
置
計
画
に
お
け
る
廃
止
宿
舎
の
集
約
先
と
す
る

二



こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
同
計
画
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
に
は
、
米
軍
朝
霞
キ
ャ
ン
プ
跡
地
を
始
め
と
す
る
移
転
・
集
約

先
候
補
地
に
お
い
て
宿
舎
を
建
設
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
国
家
公
務
員
宿
舎
の
「
高
さ
」
に
つ
い
て
、
埼
玉
県
か
ら
特
段
の
指
導
を
受
け
て
い
る
と
い
う
事
実
は
な
い
。

五
に
つ
い
て

建
物
の
設
計
が
行
わ
れ
て
い
な
い
現
時
点
で
は
テ
レ
ビ
受
信
障
害
予
測
調
査
を
実
施
し
て
お
ら
ず
、
お
尋
ね
の
予
測
地
域

及
び
対
策
戸
数
を
お
示
し
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

な
お
、
テ
レ
ビ
受
信
障
害
予
測
調
査
を
行
い
、
受
信
障
害
が
予
測
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
は
、
所
要
の
対
策
を
講
ず

る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

六
に
つ
い
て

返
還
さ
れ
た
米
軍
施
設
及
び
区
域
跡
地
内
の
国
有
地
を
国
が
売
却
す
る
際
に
、
鉛
等
の
有
害
物
質
及
び
地
下
構
造
物
の
存

在
が
判
明
し
て
い
る
場
合
、
そ
の
処
理
及
び
撤
去
に
つ
い
て
国
が
費
用
を
負
担
し
て
い
る
。

米
軍
施
設
及
び
区
域
内
の
民
公
有
地
が
返
還
さ
れ
た
場
合
に
は
、
国
と
土
地
の
所
有
者
と
の
間
の
賃
貸
借
契
約
等
に
基
づ

三



き
、
有
害
物
質
が
発
見
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
有
害
物
質
の
処
理
、
不
要
な
建
物
及
び
工
作
物
の
撤
去
等
に
つ
い
て
、

工
事
の
実
施
、
権
利
者
へ
の
補
償
等
の
措
置
を
講
じ
て
お
り
、
そ
の
具
体
例
と
し
て
は
、
平
成
十
五
年
三
月
に
返
還
さ
れ
た

キ
ャ
ン
プ
桑
江
北
側
部
分
の
自
動
車
整
備
工
場
跡
地
等
の
土
壌
か
ら
基
準
値
を
超
え
る
鉛
、
砒
素
及
び
六
価
ク
ロ
ム
が
確
認

さ
れ
た
こ
と
等
か
ら
、
当
該
土
壌
の
処
理
を
実
施
し
た
も
の
等
が
あ
る
。

七
に
つ
い
て

現
時
点
で
は
、
朝
霞
キ
ャ
ン
プ
跡
地
内
の
国
有
地
に
つ
い
て
「
電
気
設
備
類
や
燃
料
」、「
配
管
類
等
」
及
び
「
ア
ス
ベ
ス

ト
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
等
の
有
害
物
」
に
係
る
調
査
は
行
っ
て
い
な
い
。

八
に
つ
い
て

青
葉
台
公
園
及
び
朝
霞
市
立
第
八
小
学
校
の
敷
地
に
つ
い
て
は
、
国
と
し
て
有
害
物
質
調
査
は
行
っ
て
い
な
い
。

ま
た
、
朝
霞
市
に
売
却
さ
れ
て
以
降
相
当
の
期
間
を
経
過
し
て
い
る
青
葉
台
公
園
及
び
第
八
小
学
校
の
敷
地
に
つ
い
て
は

、
今
後
の
対
応
に
つ
い
て
国
と
し
て
言
及
す
る
立
場
に
な
い
。

九
に
つ
い
て

平
成
十
五
年
六
月
の
財
政
制
度
等
審
議
会
答
申
「
大
口
返
還
財
産
の
留
保
地
の
今
後
の
取
扱
い
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、

四



「
「
原
則
利
用
、
計
画
的
有
効
活
用
」
の
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
留
保
地
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
関
係
地
方
公
共

団
体
に
お
い
て
、で
き
る
だ
け
早
期
に
利
用
計
画
が
策
定
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、利
用
計
画
の
策
定
期
間
に
つ
い
て
は
、

規
模
や
立
地
条
件
に
見
合
っ
た
合
理
的
な
期
間
を
設
定
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
そ
の
際
合
理
的
な
期
間
と
し
て
は
、
都

市
計
画
や
公
共
事
業
の
見
直
し
期
間
な
ど
を
勘
案
す
る
と
、
五
年
程
度
が
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
。」
と
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
り
、
提
出
期
限
を
延
長
す
る
必
要
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

五


